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論点1．　大震災復興と被災地農業の再生

　　―あるべき姿へ国民的取り組みを―
○　農地の再編成
大規模化：経営と所有の分離

　地域別土地利用制限（zoning）、農業用地と住宅地との分離
○　農業主体の多様化
多様な経済主体の参入を認める

○　税制

復興事業について税制優遇措置の適用
○　公共投資
　社会的インフラの整備

論点2．　日本農業の現状認識
―潜在能力が活かされていない―

　
○　良質な背景

気候・自然条件、「質」を評価する多数の富裕な消費者の存在

○　意欲ある者、特に若年層にとって魅力あるとはいえない

　参入規制、土地所有規制、農業固有リスク（異常気象・家畜の伝染病など）の存在
○　国民の過度の負担に依存
　価格・税制に関する不満足感・不公平感
論点3．　これまでの農政の評価と反省
　　―保護政策が競争力の強化、自立へと繋がっていない―
○　国民の資産としての農地が有効活用されていない
現行制度においてもリースは可能であるが、現実には有効活用されていない。
保有コストが低く、将来起り得るcapital gain に期待する傾向にある。

○　多面的機能の評価が適切とはいえない

　土地税制などが外部性を適切に反映しているとはいえない
○　他の分野との公平性が保たれているとはいえない
競争条件の公平化、税制優遇の根拠は何か
論点4．　TPP参加と農業改革
―TPP参加か農業崩壊という二者択一的な議論は避けるべきである―
○　世界の中の日本を的確に認識することの必要性

　国際的なルール作りに参加すべきである

　モノと人の移動は区別して論じる必要がある
○　質・価格において国際競争力のある農業の育成、国土の環境保全

　そのためには財源が必要であり、農業だけ観点からは論じられない
論点5．　国民的視座からの農政をどう確立するか
　　―あるべき農業の姿とそのための手段、適正な負担―
○　多面的機能の検討、外部性の適正な評価

　農地のもつ機能・外部性は一律ではなく、個別に評価する必要がある
　環境保全にもっとも適した土地利用の形態へ

○　農地の所有と利用・経営の分離

証券化：偶発的なcapital gain を待つより、恒常的なincome gain を手にする

　　　　株式会社、農業法人、個人を問わずもっとも収益性の高いと思われる主体に提供し、
恒常的な配当を受け取る
○　公平性をもち、活力を引き出す税制

「遊休地」の保有には通常の税負担

効率的な農業経営を促進させる税制

○　農業固有のリスクの社会的負担

　農業に存在する固有のリスクを社会的に負担・分散するしくみを作る
○　消費者の便益を守る

　安全で質がよく相応の価格のものが安定的に供給されることが望ましい
安全性・産地・生産者などについて正確な情報と消費者にとっての「選択の自由」が与えられるべきである
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